
研究開発テーマ

1.  ロボット技術・I C Tやゲノム等の先端技術の導入による日本型の超省力・高生産な 
スマート農業モデルの実現
（1）自動化技術・データサイエンスなどによる

超省力・高生産で環境変化に強い新たな水
田農業の実現

（2）食味等の強みを持ちながら海外と勝負でき
る生産性を有する日本型施設園芸の実現

2.  医学や工学との連携での健康機能性による差別化や新素材開発等による農林水産物の 
高付加価値化
（1）次世代の健康機能性による海外の

農産物・食品との差別化の実現
（2）難利用性の地域資源の高価値製品

への転換
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次世代農林水産業創造技術
アグリイノベーション創出

ビッグデータ、IoT、AIを駆使して農林水産業を成長領域に
環境と調和する超省力・高生産のスマート農業モデルを実現し、日本型生産システムを確立。知財化・標準化して海外展開を
可能にする。さらに、農林水産物の健康機能性や美味しさでグローバルな競争力のあるジャパンブランドを確立し、海外市
場に浸透させる。また、未利用資源から新素材を生み出し、高付加価値化戦略を推進することにより、新たな地域産業の創
出を目指す。これらの目的のために、府省・民間・分野の枠を超えたオールジャパン体制で農林水産業を成長領域に導く。
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超省力・高生産な水田農業 海外と勝負できる施設園芸

省力的な圃場水管理 スマート追肥システム

マルチロボットトラクタ 化学農薬に依存しない
病害虫防除技術

オミクスデータの
活用リモートセンシング

国産ゲノム
編集技術

画期的
な品種

 健康機能性による海外農産物との差別化 新素材開発による新たな地域産業の創出

機能性農産物・食品

DHA高含有
藻類の培養

水産餌料

国産ゲノム
編集技術

画期的
な品種

脳機能等の改善

DHA高含有水産物

林地残材の
搬出

改質リグニン
製造プラント

施設園芸

エレクトロ
ニクス基板

耐熱ガス
ケット材

肥効調節
型肥料

ICタグ（商品
管理用タグ等）
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開発が計画以上に進行中

大規模圃場に対応した3台協調無人走行が可能な
ロボットトラクタによる作業システムを世界で初めて完
成、作業効率を2.6倍に向上。イネ等の様々な作物にお
いてゲノム編集個体の作出に成功し、実需者等のニー
ズを踏まえた画期的な新品種を開発することが可能
に。シソに含まれるロスマリン酸や柑橘類に含まれるノ
ビレチンの認知症予防・記憶力増強機能を解明。藻類
を活用してホタテガイの貝毒検査用標準物質を開発
し、検査精度が向上することにより、青森県では出荷
自粛をゼロに。

出口戦略

実施体制

農地等に関わる構造改革と一体的な新技術の現場展開
農地の大規模集約と農業のスマート化に関わる技術を一体的に現場に展開し、農林水産業の成長産業化や所得増大を推進する。

企業との連携により、市場や消費者ニーズを踏まえた商品提供
食品、種苗、機械、情報、スポーツ産業など、関連企業が研究初期から参画・協力する体制を構築し、国際戦略も視野に入れた研究開発
を行い、成果の普及を推進する。

技術のユーザー視点に立った成果普及とビジネスモデルの確立
先導的農家、地方公設試験場、育種家、栽培研究者などと連携した研究開発を行い、新技術や成果を明確化したビジネスモデルを構築する。

知財管理等、グローバル視点での技術普及
品種と栽培法等をパッケージとして「すり合わせ技術化」。技術輸出や海外でのコンサルティング事業を展開。

制度改革、規制改革等と連動した取り組み
農地集約に向けた制度改革、新たな育種技術の規制上の扱いや国際調和、CODEX等国際基準の設定など、関連する規制・制度と連動し
た技術開発を実施する。

プログラムディレクター(PD)の下に戦略策定
ワーキンググループ(WG)を設置し、出口戦略を策
定。個別課題ごとの進捗管理等はサブPDが中心
となる体制。また、研究代表者連携会議の実施等
により課題間の情報共有や連携を促進。

   

   

 
 

これまでの成果

内閣府PD （野口 伸）

①生産システム ②植物工場
③育種 ④植物保護 ⑤機能性 ⑥リグニン ⑦藻類

研究代表者連携会議

マネジメント会議

戦略策定WG

JST 生研支援センター

知財委員会

評議委員会 WG

推進委員会

ロボット技術・ICTやゲノム等の先端技術の導
入による日本型の超省力・高生産なスマート
農業モデルの実現

医学や工学との連携での健康機能性による
差別化や新素材開発等による農林水産物の
高付加価値化

PD （議長）、サブPD、戦略C、
内閣府宇宙戦略室、内閣府食品安全委員会、
総務省、国税庁、文部科学省、農林水産省、
経済産業省、農研機構生研支援センター

（管理法人）、JST、内閣府（事務局）
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「農業を成長産業に転換するのがSIP『次世代農林水産
業創造技術』の目的。これはスタート当初から変わりありませ
ん。」と語るのは、2016年10月に前任の西尾健プログラムディ
レクター（PD）に代わって就任した野口伸PDである。スタート
からサブPDとしてプロジェクト進捗を見てきた野口氏は「これ
まで深掘りしてきた各課題への取り組みを、今後は横につな
いでいく必要があります。2016年6月に発表された『日本再興
戦略』に示された数値目標（KPI）を達成していくために、ビッグ
データ、IoT、AIを活用した農業における『Society 5.0』の実現
を図ります。」と強く語った。

「日本再興戦略」に則り、課題を整理・統合して 

わかりやすく

「日本再興戦略」では「10年でコメの生産コスト4割削減」
「2020年に農林水産物・食品の輸出額を1兆円、30年には5
兆円に」「6次産業の市場規模を2020年代に10兆円に」といっ
たKPIが示され、準天頂衛星の活用、トラクターの自動走行シ
ステム、圃場内無人システム製品（有人監視）の市販、リグニン
を用いた高付加価値製品の研究開発など多くの具体的な目
標が設定されている。「この戦略に沿ったSIP推進のために、研
究テーマを絞り込み、課題の整理・統合を行いました。」と野口

自動運転農機、オミクスを活用した育種技術、健康機能性新食品、廃材利用の新素材開発などの取り組みが
具体的な成果を見せている。研究機関と現場のIoTによって収集されるビッグデータ、それを分析するAI技術
が成長のカギになる。

氏は言う。
具体的には7分野19コンソーシアム体制から最終目標を2つ

に収れんさせ、昨年度には480項目あった課題を389項目に（2
割）削減している。

収れんした目標は「日本型の超省力・高生産なスマート農
業モデルの実現」と「健康機能性による差別化や新素材開発
等による農林水産物の高付加価値化」の2つ。いずれにもデー
タサイエンスやICT、ロボット、ゲノムなどの先端技術の活用が
図られる。

準天頂衛星やビッグデータ分析なども利用した 

農業の省力・高生産化

土地基盤型の農業では、衛星によるリモートセンシング
データ、ドローンが収集する環境データや映像データ、圃場の
環境センサーデータ、気象データなど、大量のデータと作物の
育成モデルなどのデータベースとを合わせて分析することで、
最も合理的な施肥時期や播種時期を特定するなど、作物の
高収量化や高品質化を進めることができる。特に水田農業で
は、無人トラクターやコンバインなどの農機を自動運転する研
究が進んでいるが、その際、農機の位置制御は極めて重要と
なる。正確な位置情報（誤差数センチメートル）が得られる日
本の準天頂衛星は、2018年に4機が運用される。これを利用し
て農機の位置把握や制御の精度を向上させることで、まずは
有人監視下での圃場内無人運転を2018年に社会実装し、将
来の完全無人運転を目指す。

またトマトを主体とした植物工場における生産技術開発で
は、遺伝子発現、タンパク質、代謝産物などを網羅的に解析す
る「オミクス研究」で得られるビッグデータの活用、育種では、
国産ゲノム編集技術を活用した食味が良く機能性成分に富む
品種や病害などに強い画期的な品種の開発等を実行していく。

これら技術を駆使した日本型の農業モデルを知財化し、海
外との競争力を高める一方、アジア、オセアニア諸国など、海外
への展開（技術輸出）も視野に入れる。

●準天頂衛星による高精度測位技術の開発

プログラムディレクター  野口 伸 インタビュー

農林水産業版「Society 5.0」で
国際競争力ある農業を創造

みちびき衛星軌道・時計等
補正情報

cm級測位
（電離層・対流圏補正）

Multi-GNSS Monitoring Network
マルチ GNSS 対応ネットワークモニタ局網

衛星軌道・時計等推定
“MADOCA”(*1)

GPS・GLONASS等
測位衛星

※基準点不要
※携帯電話等の通信不要

(*1) MADOCA (Multi-GNSS Advanced Demonstration tool for Orbit and Clock Analysis)
マルチGNSSに対応した高精度軌道・時刻推定ツール
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2016～2015年度 2017 2018

日
本
型
の
超
省
力・高
生
産
な

ス
マ
ー
ト
農
業
モ
デ
ル
の
実
現

農
林
水
産
物
の

高
付
加
価
値
化

衛星等によるリモートセンシング技術の開発

高温障害等の予測技術の開発

自動水管理制御技術の開発

複数機械の無人稼働等の要素技術の開発

多圃場管理システムの開発

新たなゲノム編集技術の基本部分の確立

オミクス解析技術を育種に応用するための要素技術の開発

ゲノム編集技術を活用した画期的な農水産物の開発

NBTによる農林水産物に対する国民の受容レベルを推測するためのデータの収集

林地残材を収集し、リグニン等を高付加価値用途に利用できる製造工程技術等の開発

脳・身体ロコモーション機能を改善する次世代機能性農林水産物・食品の解析基盤の確立

食と運動による相乗的な効果の解析基盤の確立

ホメオスタシス維持効果測定技術の開発

藻類からの有用成分の効率的な抽出技術の開発

貝毒等生理活性物質標準品、精製技術の開発

栽培データと統合オミクス解析による品質性・収量性に関わる因子の特定

ファインバブルの制御技術の確立

光、音響等による害虫行動制御や化学物質による抵抗性誘導のメカニズム解明

発情検知センサ、牛体内駆動センサ等の開発

統合された技術の大規模経営体における現地実証等

収量、糖分等の制御技術の開発

 ・化学農薬依存から脱却する新たな病害虫管理体系の現地実証
 ・生物機能を活用する次世代作物保護剤の開発と実用化

林地残材からの高付加価値材料の実用化

・次世代機能性農林水産物・食品を10個以上開発
・食と運動による相乗的な効果を検証

国産ゲノム編集技術等による画期的な農水産物の育種
素材の作出およびその社会実装に向けた具体的な戦略の策定

要
素
技
術
の
統
合

連携

連携

連携

個別研究を横につなぎ、シナジー効果で
農業版「Society 5.0」を実現、成長力と
競争力ある次世代農林水産業を創造し
ます。

健康機能性食品と新素材の開発

健康機能（脳機能、身体ロコモーション機能など）維持改善
に効果的な食品の開発を行っており、2016年度中には数種の
商品化が実現する予定。プロジェクト期間内には10程度の新
商品開発を目指す。

また木材の端材等からリグニンを抽出し、強度や耐熱性に
優れた新素材を生み出す研究も引き続き行い、林地残材利用

のビジネスモデルを強固にしていく。
最後に野口氏は、「農林水産業の領域には多くの課題があ

りますが、IoTや研究機関が集めたビッグデータを、AI技術を
利用して高速に分析し、その結果を活用することで解決できる
ことも多いはずです。農業版『Society 5.0』の実現により、農林
水産業を成長産業化し、国際競争力を上げる一方で、多くの
農家の方が、他の産業の従事者と同じ労働時間で遜色ない
生涯所得が確保できるようになると考えています。」と語った。

 

 

次世代農林水産業創造技術
アグリイノベーション創出

 

   

今後の予定

 

2つに収れんされた目標に沿い、課題の統合・集約を進めつつ、出口戦略に結びつくマイルストーンを年度ごとに設定、評価・
改善しながら技術開発、実証、社会実装を進めていく。
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